
政策評価・独立行政法人評価委員会による「勧告の方向性」
（概要）

平成23年度末に中期目標期間が終了する独立行政法人の
主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について

【勧告の方向性とは】

中期目標の期間（３～５年）が終了する際、各主務大臣が組織・業務全般の見直しを行う仕組みとなっています。

その中で、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会（委員長：岡素之・住友商事（株）代表取締役会長、

独立行政法人評価分科会長：阿曽沼元博・順天堂大学客員教授・滉志会がん医療グループ代表）は、主務大臣

が見直しを検討するに当たり、各法人の主要な事務・事業の改廃について、「勧告の方向性」という形で指摘事項

を取りまとめ、主務大臣に通知します。

本年は、平成23年度末に中期目標期間が終了する９独立行政法人を対象に指摘（延べ87項目）を取りまとめて

います。

⇒ 見直しの具体例はＰ.１～２を、法人別の主な指摘事項はＰ.３～７を参照。



１．見直しの具体例

(１)  法人のミッションを踏まえた事務・事業の見直し

１

○ 郵便貯金・簡易生命保険管理機構（総務省）

・ 業務委託先及び再委託先の内部統制機能活用など

により実地監査業務を充実

○ 国際協力機構(外務省）

・ 技協・有償・無償のODA事業については、開発途上

国の真のニーズに応えるため、戦略的・効果的・効率的

に実施。その際、PDCAサイクルを着実に推進

・ 国内定員の在外定員へのシフト等により在外機能を

強化

○ 科学技術振興機構（文部科学省）

・ 機構が行う競争的資金の配分等の事業については、

これまで以上に研究成果等が国民生活や社会に還元

される、あるいはされたことについて具体的に明確化

・ 技術移転活動の活性化の推進、長期未利用特許の

削減により、研究成果の活用と管理の適正化を推進

○ 労働政策研究・研修機構（厚生労働省）

・ 労働政策への寄与度を示す新たな数値目標を設定

の上、労働政策の企画・立案に直接貢献する調査研究

に重点化

○ 日本貿易保険（経済産業省）

・ リスクを的確に分析・評価するため、職員の専門能力

を高め、リスク審査能力を向上

○ 原子力安全基盤機構（経済産業省）

度重なる検査ミス等により失墜した国民の信頼を回復

し、原子力の安全性を確保するため、組織風土を刷新

・ 検査の独立性と検査員の中立性・公正性の確保の

観点から、検査を原子力事業者等の出身者に依存

することがないような体制を構築

・ 検査の在り方、内部チェックシステム、監視の仕組

み等の抜本的な見直しと検査情報の開示

・ 福島原発事故の教訓を踏まえたオフサイトセンター

の在り方の検討及び管理運営方法の見直し

・ 研究等業務は、福島原発事故収束への対応等の

喫緊かつ最重要課題対応の研究に傾注

・ 50歳以上の技術系職員が２／３以上を占めており、

中長期的視点から人材の採用・育成

○ 自動車事故対策機構（国土交通省）

・ 療護センター運営業務について、センターの周知

徹底、知見・成果の普及促進、在宅介護者等への支

援を推進

○ 住宅金融支援機構(国土交通省）

・ 証券化支援事業について、その経営状況を勘案し

つつ、優良な住宅ストックの形成に資するよう、機構

の経費相当額の金利の引下げの検討を含め商品の

見直し等を実施 など



２

(２) 業務実施体制の見直し

（３） その他の見直し

○ 住宅金融支援機構（国土交通省）

・ 住宅融資保険業務及び住宅資金貸付業務のうち賃貸

住宅融資及びまちづくり融資について、民間の事業者に

よる代替状況を踏まえ、機構の業務の見直しを検討

◇ 内部統制の充実・強化（各法人共通）

◇ 運営費交付金債務残高の発生状況にも留意した運営

費交付金額の算定

など

○ 郵便貯金・簡易生命保険管理機構（総務省）

・ 権利消滅金等の国庫納付

○ 国際協力機構、国際交流基金（外務省）

・ 在勤手当等を見直し、次期中期計画等に的確に反映

○ 自動車事故対策機構（国土交通省）

・ 安全指導業務（適性診断事業及び指導講習事業）へ

の民間参入の促進

◇ 事務・事業の縮減等を踏まえた組織・人員の合理化

等

・ 郵便貯金・簡易生命保険管理機構（総務省）

・ 国際交流基金（外務省）

・ 労働政策研究・研修機構（厚生労働省）

・ 住宅金融支援機構（国土交通省）

など

○ 国際協力機構（外務省）

・ 柔軟・機動的な組織体制構築のため、31部局145課

の本部体制をスリム化

○ 自動車事故対策機構（国土交通省）

・ 全国50か所に設置されている支所等について、安

全指導業務への民間参入等を踏まえ、合理化を図る



 3 
 

２．平成２３年度見直し対象法人の概要及び勧告の方向性の主な指摘事項 
 

主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤
職員

数(人)

H23 予算
（億円） 

( )はうち国の

財政支出額

勧告の方向性の主な指摘事項 
ペー

ジ 

 
総
務
省 

郵 便 貯

金・簡易生

命 保 険 管

理機構 

・旧日本郵政公社から承

継した郵便貯金及び簡

易生命保険を管理し、

これらに係る債務を履

行すること 

40 185,943

（－）

1) 業務委託先及び再委託先の内部統制機能を活用して、各組織で実施する内部監

査結果の利用を進めるなど、実地監査業務を充実。 

 

2) 郵便貯金残高や簡易生命保険契約件数の減少等を踏まえ、組織・人員の合理化

を図り、計画的に人件費を削減。その際、部の統合についても検討。 

 

3) 郵便貯金の権利消滅金及び簡易生命保険の時効完成益が大宗を占める積立金

等（22 年度末で約 600 億円）について、真に必要な額を控除の上、国庫納付。 

 

３ 

 
外
務
省 

国 際 協 力

機構 

・開発途上地域に対する

技術協力の実施、有償

及び無償の資金供与

による協力の実施 

・開発途上地域の住民を

対象とする国民等に

よる協力活動の促進 

 

1,711 15,575

（2,116）

（注４）

1) 技術協力、有償資金協力及び無償資金協力事業については、開発途上国の真の

ニーズに応えるため、従来の要請主義ではなく、各事業を有機的に組み合わせた

プログラム・アプローチの強化等により、戦略的・効果的・効率的に実施。その

際、事前、中間、事後の評価などＰＤＣＡサイクル（Plan-Do-Check-Act cycle）

を着実に推進。 

 

2) 開発途上国の真のニーズを的確に把握し、現場の実情を踏まえて迅速に対応で

きるよう、着実に国内定員を在外定員にシフトするなどにより、在外機能を総合

的に強化。 

 

3) 柔軟・機動的な組織体制構築のため、31 部局所 145 課の本部体制について組織

編成の理念及びそれぞれの果たすべき機能・役割を再度整理した上で、その大括

り化などにより、スリム化。 

 

4) 法人職員、専門家等の在勤手当等について見直しを行い、次期中期計画等に的

確に反映。 

 

９ 
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主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤
職員

数(人)

H23 予算
（億円） 

( )はうち国の

財政支出額

勧告の方向性の主な指摘事項 
ペー

ジ 

 

国 際 交 流

基金 

・国際文化交流の目的を

もって行う人物の派

遣及び招へい 

・海外における日本研究

に対する援助及びあ

っせん、日本語の普及 

・国際文化交流を目的と

する催しの実施、援助

及びあっせん 

213 181

（130）

1) 重複排除及び事業の効果的・効率的実施の観点から、文化庁等の関係機関それ

ぞれの役割を明確にするとともに、外務省及び基金が中心となって連携強化等の

ための仕組みを構築。また、実績が減少している事業等があることから、廃止や

他機関への移管も含めた、法人の事業の不断の見直し。 

 

2) 基本方針において文化芸術交流事業（国内）は原則実施しない等とされたこと

等を踏まえ、総人件費削減に資する組織の再編及び人員配置の適正化。 

 

3) 法人職員、海外運営専門員等の在勤手当について見直しを行い、次期中期計画

等に的確に反映。 

15 

 
文 
部
科
学
省 

科 学 技 術

振興機構 

・新技術の創出に資する

研究及び企業化に向

けた開発 

・科学技術に関する情報

の流通促進・研究開発

の交流支援 

・科学技術に関する知識

の普及、国民の関心・

理解の増進 

1,494 1,178

(1,050)

1) 科学技術の成果の社会への還元の一層の促進との政府方針（科学技術基本計画

（H23.8.19 閣決））を踏まえ事業再編を行うに当たり、これまで以上に研究成果

等が国民生活や社会に還元される、あるいは還元されたことを具体的に明確化。 

 

2) 競争的資金の配分に当たり、研究領域や研究総括等の選定に係る手順、選定の

背景等の理由や経緯等を更に具体的に明らかにするとともに、事後評価を厳格

化。 

 

3) 特許については、戦略的な方針の下、技術移転活動の活性化を推進するととも

に、長期間未利用となっている特許の再評価による計画的・継続的削減により、

研究成果の活用の促進及び管理の適正化を推進。 

29 

 
厚
生
労
働
省 

労 働 政 策

研究・研修

機構 

・内外の労働に関する事

情及び労働政策につ

いての調査研究 

・厚生労働省の労働に関

する事務を担当する

職員その他関係者へ

の研修 

114 28

(27)

1) 調査研究テーマごとに、労働政策への寄与度を示す新たな数値目標を設定し、

調査研究の事前・中間・事後の各段階の評価基準を明らかにした上で、外部評価

委員会の活用により成果が期待できないと評価されたテーマは廃止することな

どにより、労働政策の企画・立案に直接貢献する調査研究に重点化。 

 

2) 調査員について、研究員と調査員の成果を明確にした上で、調査員の位置付け

を改めて検証し、外部委託や非常勤職員を最大限活用した徹底的な業務見直しを

行い、調査員の担う業務を厳選し要員も適正規模に縮減。 

35 
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主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤
職員

数(人)

H23 予算
（億円） 

( )はうち国の

財政支出額

勧告の方向性の主な指摘事項 
ペー

ジ 

 3) 労働行政担当職員研修業務の国への移管に伴い、間接部門の業務量が削減され

ることを踏まえ、組織の再編と併せて、職員構成も含めた業務運営体制の見直し。 

 
経
済
産
業
省 

日 本 貿 易

保険 

・貿易・投資など対外取

引において生ずる通

常の保険によって救

済することができな

い危険を保険する事

業 

130 410

（－）

1) 貿易再保険特別会計の廃止に伴う新たな制度設計に当たっては、国の政策判断

を的確に反映させつつ、法人のリスク判断が的確に行われる仕組みの在り方につ

いて検討。 

 

2) リスクを的確に分析・評価するため、職員の専門能力を高め、リスク審査能力

を向上。 

 

3) 保険金の支払いに関して的確な査定を行う観点から、会計検査院の指摘をも踏

まえ、再発防止に向けた必要な措置を実施。 

41 

 

原 子 力 安

全 基 盤 機

構 

・原子力施設及び原子炉

施設に関する検査そ

の他これに類する業

務 

・原子力施設及び原子炉

施設の設計に関する

安全性の解析及び評

価に関する業務 

・原子力災害の予防及び

拡大の防止並びに原

子力災害の復旧に関

する業務 

・エネルギーとしての利

用に関する原子力の

安全の確保に関する

調査、試験、研究及び

426 216

（201）

繰り返される検査ミス等により失墜した国民の信頼を回復し、原子力の安全性を

確保するため、組織風土を刷新し抜本的な意識改革を行うとともに、以下の見直し。 
 
1) 検査等業務において、抜本的見直し。 

・ 検査等の業務の独立性と検査員等の中立性・公正性を確保するため、検査等

の業務に従事させる原子力事業者等の出身者を極力低減させるとともに、検査

対象を出身元とかかわりのない施設に限定。 

・ 抜き打ち検査の強化及び検査の在り方を抜本的に見直すとともにＪＮＥＳが

行う全ての検査等について、検査の結果や検査での指摘事項、やり取り概要等

の情報を開示。 

・ 品質管理レビューが正常に行われるよう、ＪＮＥＳ関係者以外の第三者がＪ

ＮＥＳ検査を監視できるような体制を構築。 

・ 今後の原子力安全規制に関する実施体制・業務の在り方等の検討に当たり、

新たな外部監視体制の構築等、ＪＮＥＳの枠組みを越えた検査等安全規制体制

を検討。 
 

2) オフサイトセンターについて、福島原発事故の教訓を踏まえハード面及びソフ

ト面からその在り方の検討を行うとともに、同センターの管理運営方法について

抜本的に見直し。 

43 
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主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤
職員

数(人)

H23 予算
（億円） 

( )はうち国の

財政支出額

勧告の方向性の主な指摘事項 
ペー

ジ 

研修に関する業務 

・エネルギーとしての利

用に関する原子力の

安全の確保に関する

情報の収集、整理及び

提供に関する業務 

・上記に関する附帯業務 

3) 研究等業務について、福島原発事故の収束に向けた取組や同事故の教訓を踏ま

えた対応の研究に傾注するため、安全研究テーマの抽出を目的とした基礎・基盤

研究は廃止し、必要性の認められないプロジェクトや長期実施しているプロジェ

クト等は中止や一時停止等により、財源を捻出。 

 

4) 原子力事業者等への業務委託については、委託先ごとに選定理由や委託業務の

内容及び契約金額等の詳細情報を迅速かつ分かりやすく開示。 

 

5) 50 歳以上の技術系職員が３分の２以上を占め、今後数年間で 100 名以上の退職

が予定されていることから、中長期的視点から人材の採用・育成を図り、検査技

術等の継承が円滑に行えるよう集中した取組を展開。 

 
国
土
交
通
省 

自 動 車 事

故 対 策 機

構 

 

・自動車運送事業者の運

行管理者に対する指

導講習 

・事業用自動車運転者に

対する適性診断 

・自動車事故被害者の治

療養護施設の設置・運

用、介護料の支給 

・事故被害者・遺児への

貸付 

334 141

(107)

1) 安全指導業務（適性診断事業及び指導講習事業）への民間参入を促進するため、

民間参入の障壁となる要因分析等を行った上で、具体的な取組方策の策定を明

記。 

 

2) 療護センターについて、公平な治療機会を確保する観点から、自動車事故被害

者等に対するセンターの周知を徹底するとともに、知見・成果等の他の医療機関

への普及や在宅介護者等への支援を促進。 

 

3) 交通遺児等への生活資金貸付業務について、コスト削減等を行うとともに、そ

の支援の在り方を含め検討。 

 

4) 全国 50 か所に配置している支所等について、被害者援護業務を充実させる方

向、安全指導業務への民間参入等を踏まえ、合理化を図る。 

53 

 

住 宅 金 融

支援機構 

 

・民間金融機関の長期固

定金利の住宅ローン

債権を買い取り、当該

債権を信託した上で、

923 106,332

(1,007)

1) 証券化支援業務については、引き続き、業務改善に努める必要。その際、住宅

ローンの金利構成要素のうち、機構の経費相当額の金利部分について、証券化支

援事業の経営状況を勘案しつつ、優良な住宅ストックの形成に資するよう、機構

の経費相当額の金利の引き下げの検討を含め商品の見直し等を実施。 

57 



 7 
 

主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤
職員

数(人)

H23 予算
（億円） 

( )はうち国の

財政支出額

勧告の方向性の主な指摘事項 
ペー

ジ 

それを担保とした、Ｍ

ＢＳ（資産担保証券）

を発行することによ

り、長期固定金利の住

宅ローンの供給を支

援する業務（証券化支

援業務） 

・民間金融機関の住宅ロ

ーンの保険を引き受

けることにより、住宅

ローンの供給を支援

する業務 

・災害復興住宅融資等の

政策上重要で民間金

融機関では対応困難

なものについて融資

する業務 

2) 住宅融資保険業務及び住宅融資貸付業務のうち基本方針において廃止するこ

ととされた業務に係る組織・人員を合理化。 

 

3) 全国 11 ブロックに分けている現在の支店体制について、統廃合を含めた配置

等の見直し。 

 

4) 既往債権管理勘定以外の勘定全体（保証協会承継業務経理を除く。）について、

第２期中期目標期間の最終年度までに繰越欠損金を解消。また、既往債権管理勘

定についても債権管理・回収を的確に実施。 

 

5) 職員不祥事再発防止検討委員会の結果報告等を踏まえた内部統制システムに

ついてＰＤＣＡサイクル（Plan-Do-Check-Act cycle）を確立し、その具体的な取

組を明記。 

 （注１）常勤職員数（任期付きの常勤職員を含む。）は平成 23 年４月現在。 

（注２）Ｈ23 予算は当初予算ベースの 23 年度計画における支出予算の総額（他勘定への繰入れを含む。）。 

（注３）国の財政支出は「平成 23 年度予算及び財政投融資計画の説明」（財務省主計局・理財局）による。 

（注４）国際協力機構の有償資金協力部門については、平成 23 年度資金計画の額を計上。 

（注５）住宅金融支援機構の主務省は、国土交通省及び財務省であるが、便宜上、国土交通省の欄に記載している。 

（注６）「ページ」欄の記載は、冊子「平成 23 年度末に中期目標期間が終了する独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について」の該当ページを示す。 



（参考） 政策評価・独立行政法人評価委員会について

政策評価・独立行政法人評価委員会（政独委）は、総務省に設置
されている審議会です。

独立行政法人の評価や見直しに関しては、通常の審議会と異なり、
大臣からの諮問を受けて審議・答申するのではなく、委員会自ら
が主体となって評価活動や勧告などを行います。

政独委の下に、政策評価分科会と独立行政法人評価分科会が設
置されており、独立行政法人の見直しは後者が担当しています。
さらに、独立行政法人評価分科会の下には、５つの府省別ワーキ
ング・グループが置かれています。

政策評価・独立行政法人評価委員会

（中期目標の期間の終了時の検討）
第三十五条 主務大臣は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時にお
いて、当該独立行政法人の業務を継続させる必要性、組織の在り方その他
その組織及び業務の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、所要の
措置を講ずるものとする。

３ 審議会は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、当該独
立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関し、主務大臣に勧告するこ
とができる。

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）

（総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会）
第一条 独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第三十二条第三項（日
本私立学校振興・共済事業団法（平成九年法律第四十八号）第二十六条、
国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第三十五条及び総合法律
支援法（平成十六年法律第七十四号）第四十八条において準用する場合を
含む。）の政令で定める審議会は、総務省の政策評価・独立行政法人評価
委員会とする。

独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令（平成12年政令第316号）

８

政 策 評 価 ・独 立 行 政 法 人 評 価 委 員 会 委 員 等 名 簿 
 

委員長 岡
お か

  素 之
も と ゆ き

 住友商事㈱代表取締役会長 

【独立行政法人評価分科会】 【政策評価分科会】 

分科会長 阿曽
あ そ

沼
ぬま

 元博
も と ひ ろ 順天堂大学客員教授 

滉志会がん医療グループ代表 分科会長 谷 藤
た に ふ じ

 悦 史
え つ し

早稲田大学政治経済学術院教授 

委
員 

田 渕
た ぶ ち

 雪 子
ゆ き こ

㈱三菱総合研究所主席研究員 

委
員 

藤井
ふ じ い

 眞理子
ま り こ 東 京 大 学 先 端 科 学 技 術 研 究 

センター教授 

山 本
や ま も と

  清
きよし 東京大学大学院教育学研究科

教授 森 泉
も りい ず み

 陽 子
よ う こ

神奈川大学経済学部教授 

森 泉
も りい ずみ

 陽 子
よ う こ

神奈川大学経済学部教授   

臨
時
委
員 

縣
あがた

 公
こ う

一 郎
い ち ろ う

早稲田大学政治経済学術院教授

臨
時
委
員
・専
門
委
員 

（略） 

浅 羽
あ さ ば

 隆 史
た か し

白鴎大学法学部教授 

荒
あ ら

張
は り

  健
けん

公認会計士 

石 田
い し だ

 晴 美
は る み

文教大学情報学部准教授 

稲 継
い な つ ぐ

 裕 昭
ひ ろ あ き 早稲田大学大学院公共経営研

究科教授 

梅 里
う め さ と

 良
よ し

正
ま さ

日本大学医学部准教授 

岡 本
お か も と

 義
よ し

朗
あき 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティン

グ㈱政策研究事業本部主席研究員 

梶 川
か じ か わ

  融
とおる 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人総

括代表社員（ＣＥＯ） 

川 合
か わ い

 眞
ま

紀
き 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授

独立行政法人理化学研究所理事 

河 野
か わ の

 正 男
ま さ お

横浜国立大学名誉教授 

河村
かわむら

 小百合
さ ゆ り ㈱ 日 本 総 合 研 究 所 調 査 部

主任研究員 

木 村
き む ら

 琢
た く

麿
まろ 千葉大学大学院専門法務研究

科教授 

柴
し ば

  忠 義
た だ よ し

北里大学理事長・学長 

鈴 木
す ず き

  豊
ゆたか 青山学院大学大学院教授 

会計プロフェッション研究科教授 

瀬 川
せ が わ

 浩 司
ひ ろ し 東 京 大 学 先 端 科 学 技 術 研 究

センター教授 

園 田
そ の だ

 智
と も

昭
あき

慶応義塾大学商学部教授 

髙
た か

木
ぎ

 佳 子
よ し こ

弁護士 

玉 井
た ま い

 克
か つ

哉
や 東 京 大 学 先 端 科 学 技 術 研 究

センター教授 

野口
の ぐ ち

 貴公美
き く み

中央大学法学部教授 

宮 内
み や う ち

  忍
しのぶ

公認会計士 

宮 本
み や も と

 幸
こ う

始
じ 日本ユーティリティサブウェイ㈱

代表取締役社長 

山 谷
や ま や

 清
き よ

志
し

同志社大学政策学部教授 

 

〔平成 23 年 11 月１日現在〕 

分科会審議

委員による現地視察


